
 

川越市公共工事中間前金払取扱要領  

 

（趣旨）  

第１条  この要 領は、川 越市契約 規則（昭和４９ 年川越市 規則第

２１号）第 ３１条第 ２項の 規定に よる公共工 事に要す る経費 の

前金払に追加して行う前金払（以下「中間前金払」という。）に

関し必要な事項を定めるものとする。  

 

（中間前金払の対象工事）  

第２条  中間前 金払は、 請負代金 額５００万円以 上で、か つ、工

期が６０日 を超える 土木建 築に関 する工事（ 設計・調 査・測 量

及び土木建 築に関す る工事 の用に 供する事を 目的とす る機械 類

の製造を除く。）を対象とする。  

 

（中間前金払の要件）  

第３条  中間前 金払は、 次の要件 を全て満たして いる場合 に支出

するものとする。  

⑴  工期の２分の１を経過していること。  

⑵  工程 表に より 工期 の２ 分の １ を経 過す るま でに 実施 すべ き

ものとされている当該工事に係る作業が行われていること。  

⑶  既に 行わ れた 当該 工事 に係 る 作業 に要 する 経費 が請 負代 金

の額の２分の１以上の額に相当するものであること。  

⑷  当初の前払金が支出済であること。  

２  継続費及び債務負担行為（以下「継続費等」という。）に係る

契約におい ては、前 項中「 工期」 とあるのは 「当該会 計年度 の

工事実施期間」と、「工程表により工期の２分の１を経過」とあ

るのは「工 程表によ り当該 会計年 度の工事実 施期間の ２分の １

を経過」と、「既に行われた当該工事」とあるのは「既に行われ



 

た当該会計年度の工事」と、「請負代金の額」とあるのは「当該

会計年度における年割額」と、「当初の前払金」とあるのは「当

該会計年度 の当初の 前払金 」と読 み替えて、 前項の規 定を準 用

するものとする。  

 

（中間前金払の割合等）  

第４条  中間前 払金は、 請負代金 額の１０分の２ を超えな い 範 囲

で行うこと ができる ものと する。 この場合 に おいて、 算定し て

得た金額に １０万円 未満の 端数が あるときは 、これを 切捨て る

ものとする。  

２  継続費等の ２年以上 にわたる 契約における中 間前金払 は、当

該継続費等 の各年度 の年割 額に相 当する部分 の工事等 の金額 に

対してするものとする。  

 

（中間前金払と部分払の選択）  

第５条  部分払 を実施す る工 事の 場合で、受注者 が中間前 金払又

は部分払の 請求をし ようと すると きは、あら かじめ中 間前金 払

と部分払の選択 届（様式 第１号）（ 以下「届出書」 という 。）を

市長に提出 し、中間 前金払 と部分 払の何れか 一方を選 択する も

のとする。  

なお、届出書提出後の変更は認めないものとする。  

 

（継続費等に係る特例）  

第６条  継続費 等に係る ２年以上 にわたる契約で 中間前金 払を選

択した工事 について は、当 該年度 における出 来高部分 の額が 予

定額に達し た場合に 、その 年度の 支払限度額 の範囲内 で部分 払

をすることができるものとする。  

 



 

（中間前金払の使途制限）  

第７条  中間前 金払は、 当該工事 等の材料費、労 務費、機 械器具

の賃借料、 機械購入 費（当 該工事 において償 却される 割合に 相

当する額に限る 。）、動力費、 支払 運賃、修繕費、 仮設費、 労働

者災害補償 保険料及 び保証 料に相 当する額以 外の経費 に充て る

ことはできない。  

 

（中間前金払の認定の請求）  

第８条  受注者は、 中間前払金の 支払を請求しようと するときは 、

あ ら か じ め 中 間 前 金 払 に 係 る 認 定 請 求 書 （ 様 式 第 ２ 号 ）（ 以 下

「認定請求書」という。）に工事履行報告書（様式第３号）を添

えて市長に 提出して 、第３ 条第１ 項各号 に掲 げる要件 を全て 満

たしていること について 、市長の 認定を受けなけ ればなら ない。  

 

（中間前金払の認定）  

第９条  市長は 、前条に 規定する 認定請求書を受 理したと きは、

第３条第１ 項各号に 掲げる 要件を 全て満たし ているか 否かを 調

査し、７日 以内（閉 庁日を 除く） にその認定 の可否を 決定し 、

その結果を中間前金払に係る認定調書（様式第４号）（以下「認

定調書」という。）により、受注者に通知するものとする。  

 

（中間前払金の支払）  

第１０条  前条 に規定す る認定調 書の交付を受け た受注者 は、保

証事業会社 と、当該 工事請 負契約 において定 めた工事 完成期 限

（継続費等 に係る２ 年以上 にわた る契約の場 合は、請 求する 中

間前金払に 係る出来 高の予 定額の 完成期限） を保証期 限とす る

中間前払金 に関する 保証契 約を締 結した上で 、当該保 証契約 の

保証証書と ともに、 中間前 払金支 払請求書（ 様式第５ 号）を 市



 

長に提出しなければならない。  

２  受注者は、 前項の規 定による 保証証書の 提出 に代えて 、電子

情報処理組 織を使用 する方 法その 他の情報通 信の技術 を利用 す

る方法（以下「電磁的方法」とい う。）であって、当該保証契約

の相手方で ある保証 事業会 社が定 め、 市長 が 認めた措 置を講 ず

ることがで きる。こ の場合 におい て、受注者 は、当該 保証証 書

を提出したものとみなす。  

３  市長は、第 １項 に規 定する中 間前払金支払請 求書を受 理した

ときは、当 該受理を した日 から１ ４日以内に 中間前払 金を支 払

うものとする。  

４  中間前払金 の 支払は 、第１項 に規定する保証 証書 （電 磁的方

法である場 合に おい ては 、 当該保 証契約の内 容を記録 した電 磁

的記録） に 記載され た預託 金融機 関への振込 みにより 行うも の

とする。  

 

   附  則  

 この要領は、 平成２ ４ 年４月１ 日から施行し、 同日以後 に契約

を締結する工事から適用する。  

   附  則  

 この要領は、平成２８年４月１日から適用する。  

   附  則  

 この要領は、 令和５ 年 ４月１日 から施行し、同 日以後に 契約を

締結する工事から適用する。  

   附  則  

 この要領は、 令和６年 １１月 １ 日以降に入札公 告、指名 通知又

は見積通知を行う案件から適用する。  

   附  則  

１  この要領は、令和７年２月３日から適用する。  



 

２  この要領の 施行の際 現に改正 前の要領の規定 により作 成され

ている用紙 は、この 要領の 規定に かかわらず 、当分の 間、所 要

の調整をして使用することができる。  


